
   神川町中小企業者等物価高騰対策支援金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、エネルギー価格等を含む物価高騰の影響を受ける町内中小企業

者等の負担軽減及び事業継続を支援するため、予算の範囲内で、神川町中小企業者

等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付することについて必要な事

項を定めるものとする。 

２ 支援金の交付に関しては、この告示に定めるもののほか、神川町補助金等の交付

手続等に関する規則（平成１８年神川町規則第５１号）に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において、「中小企業者等」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律

第１５４号）第２条第 1項に規定する中小企業者又は同条第５項に規定する小規模

企業者をいう。 

（交付対象者） 

第３条 支援金の交付対象となる中小企業者等（（以下「交付対象者」という。）は、次

の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 町内に本店所在地を有する法人又は町内に住所を有する個人事業主 

(２) 令和６年４月１日以前から事業を営んでおり、今後においても事業を継続す

る意思がある者 

(３) 直近の確定申告における売上高又は事業収入額（（業業者にあっては業業収入

額）が５０万円以上である者 

(４) 町税等の納税義務者であって町税等に滞納がない者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、支援金の交付対

象者から除くものとする。 

(１) 主たる収入が太陽光発電設備による売電収入である者 

(２) 個人事業主にあっては、主たる収入が事業収入以外の者 

(３) 神川町暴力団排除条例（平成２４年神川町条例第１６号）第２条第１号に規

定する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員又は当該暴力団若しくは

暴力団員と密接な関係を有する者 

(４) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に関し同条第１

３項に規定する接客業務受託営業に該当する事業を行う者 

(５) 法令及び公序良俗に反する事業を行う者 

(６) 前各号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認める者 

（支援金の額） 

第４条 支援金の額は、５万円とし、支援金の交付は、同一の中小企業者等につき１

回限りとする。 

（交付申請） 

第５条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、神川町中小

企業者等物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書（様式第１号）に、次の各号に掲

げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 



(１) 同意書兼誓約書（様式第２号） 

(２) 直近の確定申告書類の写し 

(３) 振込先口座の通帳の写し（金融機関名、店番、口座番号及び口座名義人フリ

ガナの確認ができるもの） 

(４) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 支援金の申請期間は、町長が別に定める。 

（交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類等の内

容を審査し、支援金の交付の適否を決定し、その結果を神川町中小企業者等物価高

騰対策支援金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知する

ものとする。 

（支援金の交付） 

第７条 町長は、前条の規定により交付することを決定したときは速やかに支援金を

交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第８条 町長は、第６条の交付決定を受けた者（（以下「交付決定者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは、支援金の交付決定を取り消すことができる。 

 (１) この告示の規定に違反したとき。 

 (２) 偽りその他不正な手段により支援金の交付決定を受けたとき。 

 (３) その他町長が特に必要があると認めるとき。 

２ 町長は、前項の規定により、支援金の交付決定を取り消すときは、神川町中小企

業者等物価高騰対策支援金交付決定取消通知書（様式第４号）により、当該対象者

に通知するものとする。 

（支援金の返還） 

第９条 町長は、前条の規定により支援金の交付決定を取り消したときは、当該対象

者から当該支援金に相当する金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（書類の整備等） 

第１０条 交付決定者は、支援金交付に関する書類等を整備し、支援金交付の日の属

する会計年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

２ 交付決定者は、町長から前項の書類等の提出を求められたときは、これに応じな

ければならない。 

（委任） 

第１１条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、交付決定者に

係る第８条から第１０条までの規定については、同日後も、なおその効力を有する。 


